
２０２２年（令和４年）度事業報告書 

 
 

２０２２年（令和４年）度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止のため検温、消毒、

室内換気、広い貸会議室の使用と受講者を会場定員の半分程度におさえるなどの対策を取り

ながら各種講習をほぼ計画通り開催しました。 

法令改正に伴い溶接ヒュームが特定化学物質に該当することとなり、特定化学物質及び四

アルキル鉛等作業主任者技能講習の受講者が２０２１年（令和３年）度に引き続き多くなり

ました。また２０２２年（令和４年）１月２日より新規格の墜落制止用器具（フルハーネス

型・胴ベルト型）着用が義務化されたことに伴いフルハーネス特別教育の受講者も多い状態

が継続しました。特定化学物質等作業主任者技能講習は計画１３回に対し実績２２回、フル

ハーネス特別教育は計画８回に対し実績１２回と増回したことにより、有料講習受講者数は

５，６８８名となりました。この受講者数は、昨年比８９％、新型コロナウイルス感染症発

生前の２０１９年（令和元年）比１２８％となりました。 

新たに石綿作業主任者技能講習を１２月より開始し、２０２２年度は３回開催しました。 

また、名古屋南労働基準監督署、愛知労働局、愛知産業保健総合支援センターなど行政の協

力を得ながら労働災害防止の推進、働き方改革の推進に努めました。労働災害防止につきま

しては、愛知労働局の第１３次労働災害防止推進計画の重点課題であるリスクアセスメント、

化学物質管理に係る法改正説明、労務管理、メンタルヘルスなどの講習会、セミナーを開催

し事業場の要望にお応えしながら進めてまいりました。 

働き方改革の推進では、会員企業への支援を念頭に置き、愛知労働局の後援を得てセミナ

ーを開催しました。 

労災保険、雇用保険に係る労働保険関係事業は、円滑適正な運営に努めた結果、労働保険

事務組合委託件数、建設自営業者組合員数ともに増加しました。 

新型コロナウイルスの影響はあったものの、計画以上に講習会を開催した結果、２０２２年

（令和４年）度は２０２１年（令和３年）度に次ぐ決算となりました。 

以下に、２０２２年（令和４年）度に実施した結果を部会別に纏めました。 

 

１．会  員 

◎ 会員数（２０２３年３月３１日現在）              １，０７２社 

   （２０２２年度始め１，０７３社＋入会３１社－退会３２社＝１，０７２社） 

２．労働保険事務組合等 

① 労働保険事務組合委託件数（２０２３年３月３１日現在）       ７０６件 

   （２０２２年度始め６５９件＋加入５９件－脱退１２件＝７０６件） 

 ② 建設自営業者組合組合員数（２０２２年３月３１日現在）       １２５名 

   （２０２２年度始め ９２名＋加入３９名－脱退 ６名＝１２５名） 

３．協会報ＳＯＵＴＨみなみ発行 

◎編集委員（役員事業場及び名古屋南労働基準監督署）のご協力により、内容の充実に努

めながら毎月１回発行し、労働行政に係わる最新情報を会員事業場に提供できました。 



部会名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

19 ○ 10 26 21 17 5 回 5 回 ―

・会員拡大の促進 12 26 31 17 3 回 4 回 ―

13 1 回 1 回 25 名

〇 〇 〇 〇 〇 〇 6 回 0 回 0 名

・会員サービスの充実 27 〇 1 回 1 回 2 名

〇 1 回 0 回 0 名

1 回 1 回 ―

・会報「SOUTHみなみ」の充実 合計 18 回 12 回 27 名

☆機関誌“ＳＯＵＴＨみなみ”の毎月編集・発刊

☆行政機関との連携

・働き方改革の推進 ☆愛知県下各労働基準協会との連携

働き方改革関連法の周知
働き方改革推進企業への支援 ☆中央労働災害防止協会・中部安全衛生サービスセンターとの連携

☆労働関係情報資料の収集・調査研究

・関係機関との連携と協力 ☆労働問題全般にわたる相談

☆会員拡大の促進

☆協会創立７０周年記念事業実施

◎会員数　2023年3月末　1,072　　年度始め　1,073　（-1、入会31、退会 32）

（2022年4月1日～2023年3月31日）

　　　　　　　　　　　　　月　別
　事　業　名

役 員 会

エキスパートをつくろう あ
労 働 ト ラ ブ ル 防 止 セ ミ ナ ー

安 全 衛 生 祈 願 祭

労 働 問 題 総 合 対 策 セ ミ ナ ー

総　務　部　会４．２０２２年度　事業報告（各部会別）

基　本　方　針
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部 会

第 １ ０ 回 定 期 総 会

働 き 方 改 革 推 進 へ の 支 援 ←　　　通年　　　→

計画
回数

実施
回数

参加者数



部会名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

26 17 2 回 2 回 ―

ア ー ク 溶 接 特 別 教 育 15.16.17 20.21.22 20.21.22 19.20.23 7.8.9 5 回 5 回 90 名

低 圧 電 気 取 扱 特 別 教 育 ( 学 科 ) 27 12 2 回 2 回 42 名

低 圧 電 気 取 扱 特 別 教 育 12.13 17.18 9.10 17.18 4 回 4 回 80 名

高圧 ･特別高圧電気取扱特別教育
（ 学 科 ）

23.24 19.20 29.30 5.6 26.27 23.24 4 回 6 回 289 名

自 由 研 削 と い し 特 別 教 育 25 21 29 27 4 30 4 回 6 回 134 名

プ レ ス 作 業 特 別 教 育 24.25 18.19 13.14 19.20 4 回 4 回 79 名

安 全 管 理 者 選 任 時 研 修 18.19 13.14 14.15 16.17 18.19 15.16 6 回 6 回 112 名

安 全 衛 生 推 進 者 養 成 講 習 会 11.12 9.10 4.5 6.13 20.21 8.9 9.10 6 回 7 回 286 名

職 長 等 監 督 者 教 育 (製造業 ) 11.12 ○ 6.7 7.8 14.15 12.13 16.17 7.8 8 回 7 回 168 名

職長･安全衛生責任者教育(建設業) 23.24 13.14 11.12 12.13 13.14 5 回 5 回 164 名

新 入 社 員 安 全 衛 生 教 育 6 7 8 3 回 3 回 87 名

雇 入 時 安 全 衛 生 教 育 4 13 2 回 2 回 32 名

足 場 の 組 立 て 等 特 別 教 育 18 1 3 23 4 回 4 回 212 名

フ ル ハ ー ネ ス 型 特 別 教 育 13 20 23 8 5 9 12 28 15 18 20 17 8 回 12 回 581 名

安全衛生関係改正法令への対応 職長･安全衛生責任者能力向上教育 25 29 1 回 2 回 76 名

周知、教育 フ ォ ー ク リ フ ト 運 転 業 務 従 事 者
安 全 衛 生 教 育

27 6 2 回 2 回 41 名

安全衛生教育の充実 丸 の こ 等 取 扱 作 業 従 事 者 教 育 8 17 6 2 回 3 回 124 名

法改正等に対応した教育の実施 26 4 9 3 4 回 4 回 48 名

他協会との連携強化 26 ○ 2 回 1 回 22 名

〇 24※ 1 回 1 回 77 名

クレーン協会講習会受付協力 7 1 回 1 回 45 名

19～21 1 回 1 回 ―

愛知労働基準協会講習会受付協力 1 3 2 回 2 回 150 名

1～30 1 回 1 回 ―

1～7 1 回 1 回 ―

1～31 1 回 1 回 ―

※化学物質管理講習会として名古屋南労働基準監督署と共催で実施。 合計 86 回 95 回 2,939 名

第1203回玉掛け技能講習とクレーン運転業務特別教育併合講習会　4月13日～4月25日　　45名

第1214回玉掛け技能講習とクレーン運転業務特別教育併合講習会　7月27日～8月 5日　　65名

第1229回玉掛け技能講習とクレーン運転業務特別教育併合講習会　1月11日～1月20日　　41名

全 国 安 全 週 間 協 力

基　本　方　針

愛 知 産 業 安 全 衛 生 大 会
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第１３次労働災害防止推進計画に
基づく安全対策の推進

部 会

危 険 予 知 訓 練 実 技 講 習 会

リ ス ク ア セ ス メ ン ト 研 修 会

安
全
衛
生
法
定
教
育

　・重点業種対策
　　a 建設業墜落転落災害対策
　　b 製造業挟まれ巻き込まれ対策
　　c 陸上貨物運送業対策
　　d 第三次産業対策

　・就業構造の変化及び働き方の多
　　様化に対応した対策の推進
　　a 転倒災害防止対策
　　b 交通労働災害対策
    c 高年齢労働者対策

　・安全衛生管理体制、安全衛生活
　　動の強化
　　a リスクアセスメントの普及促
　　　進
　　b 労働安全衛生マネジメントシ
　　　ステムの普及

安　全　部　会
　　　　　　　　　　　　　月　別
　事　業　名

（2022年4月1日～2023年3月31日）

労働安全衛生スキルアップセミナー

職 場 の 年 末 安 全 衛 生 推 進 運 動

全 国 安 全 週 間 説 明 会

全 国 産 業 安 全 衛 生 大 会

全 国 安 全 週 間 準 備 期 間 協 力

計画
回数

実施
回数

参加者数



部会名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

26 17 2 回 2 回 ―

酸素欠乏･硫化水素危険作業主任者
20.21.22
20.21.25

15.16.17
15.16.20

24.25.26
24.25.29

26.27.28
24.25.31

14.15.16
24.25.19

15.16.17
24.25.20 6 回 6 回 380 名

有 機 溶 剤 作 業 主 任 者 9.10
6.7

22.23
13.14
28.29

8.9
6.7

18.19
10.11 6.7 18.19

7.8
21.22

9.10
13.14

14 回 15 回 731 名

特定化学物質及び四アルキル鉛等
作 業 主 任 者

14.15
26.27

16.17
25.26

8.9
27.28

7.8
21.22

2.3
30.31

6.7
13.14
20.21

4.5
24.25

1.2
21.22
24.25

1.2
21.22

30.31 2.3 13 回 22 回 1,267 名

石 綿 作 業 主 任 者 22.23 11.12 27.28 0 回 3 回 162 名

粉 じ ん 作 業 特 別 教 育 31 2 10 2 3 回 4 回 90 名

酸 素 欠 乏 等 危 険 作 業 特 別 教 育 4 5 2 回 2 回 67 名

安 全 衛 生 推 進 者 養 成 講 習 会 11.12 9.10 4.5 6.13 20.21 8.9 9.10 6 回 7 回 286 名

衛 生 推 進 者 養 成 講 習 会 5 6 2 回 2 回 26 名

新 入 社 員 安 全 衛 生 教 育 6 7 8 3 回 3 回 87 名

雇 入 時 安 全 衛 生 教 育 4 13 2 回 2 回 32 名

振動工具取扱作業者安全衛生教育 19 1 回 1 回 27 名

有機溶剤業務従事者安全衛生教育 24 1 回 1 回 13 名

熱 中 症 予 防 管 理 者 研 修 27 1 回 1 回 23 名

16 1 回 1 回 34 名

21※ 〇 1 回 1 回 154 名

1 1 回 1 回 24 名

18.19 6.7 11.12 12.13 16.17 25.26 6 回 6 回 124 名

〇 24※ 1 回 1 回 77 名

7 1 回 1 回 45 名

19～21 1 回 1 回 ―

1 2 2 回 2 回 111 名

安全衛生関係改正法令への対応 1～30 1 回 1 回 ―

周知、教育 1～7 1 回 1 回 ―

1～31 1 回 1 回 ―

安全衛生教育の充実 1 回 1 回 ―

※化学物質管理講習会として名古屋南労働基準監督署と共催で実施。 合計 74 回 89 回 3,760 名

他協会との連携強化

愛知労働基準協会講習会受付協力

全 国 労 働 衛 生 週 間 説 明 会

全 国 労 働 衛 生 週 間 準 備 期 間 協 力

全 国 労 働 衛 生 週 間 協 力

技
能
講
習

　・安全衛生管理体制、安全衛生活
　　動の強化
　　a リスクアセスメントの普及促
　　　進
　　b 労働安全衛生マネジメントシ
　　　ステムの普及

安
全
衛
生
法
定
教
育

　・過労死等の防止等労働者の健康
　　確保対策の推進
　　a 過重労働による健康障害防止
　　　対策
　　b メンタルヘルス対策

第１３次労働災害防止推進計画に
基づく健康確保対策の推進

衛 生 管 理 者 受 験 準 備 勉 強 会

愛知産業保健総合支援センター事業協力

基　本　方　針

　・就業構造の変化及び働き方の多
　　様化に対応した対策の推進
　　a 熱中症予防対策
　　b 腰痛予防対策
　　c 高年齢労働者対策

　・化学物質等による健康障害防止
　　対策
　　a 化学物質による健康障害防止
　　　対策
　　b 石綿ばく露防止対策
　　c 粉じん防止対策
　　d 受動喫煙防止対策

熱 中 症 予 防 教 育

化学物質リスクアセスメントセミナー

衛　生　部　会

部 会

（2022年4月1日～2023年3月31日）

　　　　　　　　　　　　　月　別
　事　業　名

愛 知 産 業 安 全 衛 生 大 会

労働安全衛生スキルアップセミナー

全 国 産 業 安 全 衛 生 大 会

職 場 の 年 末 安 全 衛 生 推 進 運 動

←　　　通年　　　→

メ ン タ ル ヘ ル ス セ ミ ナ ー
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計画
回数

実施
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参加者数



部会名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

26 17 2 回 2 回 ―

労災補償対策の推進 〇 20 1 回 1 回 40 名

年 度 更 新 業 務 1 回 1 回 ―

概 算 第 １ 期 業 務 1 回 1 回 ―

概 算 第 ２ 期 業 務 1 回 1 回 ―

労働保険事務組合の委託促進 概 算 第 ３ 期 業 務 1 回 1 回 ―

･ 事務処理の迅速・適正な対応
年 度 更 新 準 備 期 業 務 1 回 1 回 ―

雇 用 保 険 被 保 険 者 に 関 す る 業 務 1 回 1 回 ―

建設自営業者組合の加入促進 適 用 に 関 す る 業 務 1 回 1 回 ―

･ 事務処理の迅速・適正な対応
1 回 1 回 ―

○ 1 回 0 回 ―

労災関係団体との協力 1 回 1 回 ―

1～30 1 回 1 回 ―

合計 14 回 13 回 40 名

◎労働保険事務組合委託件数　2023年3月末　706　　年度始め　659　（+47、加入 59、脱退 12）

◎建設自営業者組合員数　　　2023年3月末　125 　 年度始め　 92　（+33、加入 39、脱退  6）

労働保険料等の適正徴収の推進
労災かくしの排除対策の推進
関係法令の周知

労
働
保
険
事
務
組
合
取
扱
業
務

労 災 保 険 実 務 講 習 会

労 働 保 険 年 度 更 新 説 明 会 協 力

労 働 保 険 申 告 書 集 合 受 付 協 力

建 設 自 営 業 者 組 合 取 扱 業 務

･
･
･

労
　
　
　
　
　
　
　
災
　
　
　
　
　
　
　
部
　
　
　
　
　
　
　
会

労　災　部　会

←　　　通年　　　→

　　　　　　　　　　　　　月　別
　事　業　名

←　　　通年　　　→

（2022年4月1日～2023年3月31日）

計画
回数

実施
回数

参加者数

←　　　通年　　　→

基　本　方　針

労 働 保 険 適 用 促 進 月 間 協 力

部 会



部会名 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

26 17 2 回 2 回 ―

6 7 8 12 4 回 4 回 133 名

働き方改革関連法の周知
働き方改革推進企業への支援

20 6 6 2 回 3 回 151 名

〇 〇 〇 〇 〇 〇 6 回 0 回 0 名

22 1 回 1 回 33 名

1～30 1 回 1 回 ―

1 回 1 回 ―

合計 17 回 12 回 317 名

6,556 名

摘要　1.各部会の計画の他、会員事業場の要望による講習会、研修会等、又、法令の改正等、周知徹底の必要のある場合、専務理事 事務局長の判断によりこれを実施することがある。

　　　2.業務の都合により、日程を専務理事 事務局長の判断により変更することがある。

労
　
　
　
　
務
　
　
　
　
管
　
　
　
　
理
　
　
　
　
部
　
　
　
　
会

労 務 管 理 講 習 会

過 重 労 働 解 消 キ ャ ン ペ ー ン

一般労働条件の確保・改善対策の
推進

ハ ラ ス メ ン ト 防 止 研 修 会

･

･

長時間労働の抑制に向けた取組
の推進
労働時間管理の適正化

過重労働防止・長時間労働削減対
策

基　本　方　針
　　　　　　　　　　　　　月　別
　事　業　名

エキスパートをつくろう あ
労 働 ト ラ ブ ル 防 止 セ ミ ナ ー

各 労 働 基 準 協 会 事 業 協 力

総合的ハラスメント対策の推進

･
･
･
･

育児介護休業法の周知
改正次世代育成法の周知
パートタイム労働法の周知
治療と仕事の両立支援

仕事と家庭の両立支援

部 会

法定労働条件確保対策の推進
賃金不払い・解雇等に対する的
確な対応の推進
労働契約に関する基本的なルー
ルの周知徹底
未払賃金立替払制度の周知
最低賃金・家内労働対策の推進
関係法令の周知

・
・

・

・
・
・

派遣労働者等の適正な労働条件の
確保対策の推進

ビ ジ ネ ス マ ナ ー 研 修

（2022年4月1日～2023年3月31日）労 務 管 理 部 会

５部会合計

計画
回数

実施
回数

参加者数

←　　　通年　　　→

「働き方改革」の推進


